資料１の追加
地域密着型通所介護に関するＱ＆Ａ（追加）

	Ｑ１３．複数の地域密着型サービスの事業所を併設している場合には，まとめて運営推進会議を開催することはできるか？


Ａ１３．できます

	Ｑ１４．平成２８年４月１日以降，事業所番号は変わるのか？


Ａ１４．事業所番号は既存の番号を引き続き使用します。

	Ｑ１５．新しい総合事業が始まった場合はどうなるのか？


Ａ１５．石岡市では，新しい総合事業を平成２９年４月１日から開始を予定しています。

	
	　 H28年4月　　　　　H29年4月

· 　　　　　　　　 ▼

	介護給付

(要介護1～5)
	居宅サービス

（県）
	地域密着サービス

（市）

	予防給付

(要支援1～2)
	介護予防サービス

（県）
	新しい総合事業

（市）


　　　

　　　　注）①平成２７年３月３１日までに介護予防通所介護の指定を受けた事業所
　　　　　　　→　平成２９年４月１日から始まる新しい総合事業のみなし指定が付与されていますので，新しい総合事業の新規指定手続きは不要です
　　　　　　②平成２７年４月１日以降に介護予防通所介護の指定を受けた事業所

　　　　　　　→　新しい総合事業のみなし指定の対象にはなりませんので，平成２９年４月１日までに新しい総合事業の新規指定手続きが必要になります

	Ｑ１６．平成２８年４月１日以降に利用定員を１９人以上に変更する場合は，どのような手続きをすればいいのか？


Ａ１６．地域密着型サービス（地域密着型通所介護）から居宅サービス（通所介護）へサービスの種類が変更になりますので，廃止・新規の手続きが必要になります。

廃止届は，廃止日の１か月前までに提出が必要になりますので，必ず石岡市介護保険室へ事前相談のうえ，手続きを行ってください。また，市外被保険者が利用しており他市町村の指定を受けている場合は，他市町村での手続きも必要となります。
	Ｑ１７．地域密着型サービスへ移行することに伴い，居宅介護支援事業所から改めてケアプランの交付を受ける必要があるか？


Ａ１７．石岡市では，ケアプランの軽微な変更として取り扱うこととしましたので，必ずしも交付を受ける必要はありません。
	Ｑ１８．現在通所介護サービスを利用している市外の被保険者は，平成２８年４月１日は利用できなくなってしまうのか？


Ａ１８．平成２８年３月３１日時点ですでに契約している市外の被保険者は，すでにみなし指定の対象となっていますので，平成２８年４月１日以降も引き続きサービスを提供することができます。ただし，入院などで利用契約を一度解約した場合は，みなし指定も消滅しますのでご注意ください。

	Ｑ１９．平成２８年４月１日以降に，市外の被保険者が，石岡市の地域密着型通所介護事業所を利用することはできますか？


Ａ１９．原則として利用することはできません。

ただし，やむを得ないと認められる正当な理由がある場合は，石岡市が利用について同意をする場合があります。その際は，必ず事前に石岡市介護保険室へご相談ください。

なお，石岡市がやむを得ないと認められる正当な理由があると認めた場合であっても，当該市町村の同意が得られない場合は利用することができませんのでご注意願います。

	Ｑ２０．地域密着型サービスへ移行することに伴い，改めて利用者と契約書を結びなおす必要があるか？


Ａ２０．契約書を改めて取り交わすことが望ましいと考えますが、契約内容に大きな変更点がなく、契約の当事者双方が問題ないと判断するならば、例えば〔 ○年○月○日に取り交わした○○契約書のうち、「通所介護」とあるのは「地域密着型通所介護」と読み替えるものとし、○○（継続利用者）は○○（事業者）が実施する地域密着型通所介護の提供を受けることにつき同意する。 〕旨の覚書や同意書等にて対応するなどの方法も可能です。
	Ｑ２１．地域密着型サービスへ移行することに伴い，運営規程の変更は必要か？また，運営規定の変更について変更届出書の提出は必要か？


Ａ２１．サービス種別が変更になりますので，地域密着型サービスとしての運営規程を作成する必要があります。この場合，市外の地域を含めることはできません。なお，石岡市への変更届出書の提出は不要です。

	Ｑ２２．スプリンクラーが未設置となっているが，工事を行う際，国から補助金はもらえるのか？ 


Ａ２２．スプリンクラーの補助については，国・県に確認後，後ほどご案内します。

	Ｑ２３．実地指導は、いつ頃行われるのか？


Ａ２３．石岡市では毎年秋ごろに実施しています。詳細は、決まりしだいご連絡いたします。
	Ｑ２４．運営推進会議のメンバーとして地域住民の代表者と書いてあるが，どうやって選任すればいいのか？


Ａ２４．他の地域密着型事業所では，民生委員や地区の区長などにお願いしているところが多くあります。

	Ｑ２５．運営推進会議における議題はどのようなものか？


Ａ２５．主な議題の例としては，下記を参考にしてください。

・状況報告(利用者数、要介護度、年齢等)

・活動状況報告(誕生日会等の事業所内活動、花見等の事業所外活動、避難訓練、

ボランティアや研修の受け入れ状況の報告など)

・事業所内で発生した転倒等の事故の内容や件数、対応について

・自治会の催し物や避難訓練等の情報提供と入居者の参加可否の検討

・事業所が抱える、地域住民とのトラブルについての検討(徘徊、騒音等)

・非常災害時の地域との連携について(消防団や自主防災隊との連携)

	Ｑ２６．運営推進会議は，具体的にどのようなことをやればいいのか？


Ａ２６．他の地域密着型事業所では，平日の午後２時頃から１時間程度実施している事業所が多くあります。
	Ｑ２７．運営推進会議の会議録は，公表しなければならないのか？


Ａ２７．条例により，運営推進会議における活動状況の報告，評価，要望，助言等についての記録を公表しなければならないと規定されています。公表の方法は，事業所のホームページ，事業所内の見やすい場所への掲示，会報などにより利用者や家族へ配布する方法などが考えられます。
	Ｑ２８．法人の定款は変更する必要があるか？


Ａ２８．株式会社や合同会社などの営利法人や特定非営利活動法人において、その定款および法人登記簿の（事業）目的欄に、下記＜定款記載例＞に示すような事業の記載がない場合は、定款変更および変更登記を行っていただく必要があります。

　　　　医療法人や社会福祉法人（※）などの場合は、定款変更等の必要性の有無や手続き等に関して、各法人所管庁（監督官庁等）へご確認願います。

　　　　なお，社会福祉法人に関しては、「老人デイサービス事業」と記載されている場合は、「老人デイサービス事業」に地域密着型通所介護も含まれますので定款変更は不要と考えられますが、記載方法等によっては変更が必要である場合も考えられますので、念のため法人所管庁へご確認いただきますようお願いいたします。

　　　＜株式会社などの営利法人や特定非営利活動法人における定款記載例＞ 

「介護保険法に基づく地域密着型通所介護事業」または「介護保険法に基づく地域密着型サービス事業」　等
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